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解析技術講座

地盤の応答解析法について（その１）

構造、地盤、熱流体などを対象とした構造計画研究所の数値解析技術の基礎から応用までを、連載でご紹介します。今

回は土木・建築分野に広く関連する地盤の地震応答解析について解説します。

１．はじめに

地盤の応答解析手法として、Seed等が発表した重複反

射理論に基づく解析プログラム「ＳＨＡＫＥ」1)が広く用

いられており、現在ではパソコン上で簡易に扱えるプロ

グラムとして普及している。

ＳＨＡＫＥは、古くから用いられており実績も十分に

ある解析プログラムである。ただし、地盤の非線形性を

等価線形化手法により、簡便に扱っていることから非線

形性が顕著である場合や液状化が懸念される等の軟弱地

盤での使用には十分な注意が必要である。

一方、直接積分法による時刻歴非線形解析では、従来

から用いられているＨ－ＤモデルやＲ－Ｏモデルに加え、

実験、実測結果により整合するように改良された構成則

等も報告されている。改良された構成則の一つにＲ－Ｏ

モデルを改良したＭＤＭがある。また、間隙水圧の上昇

を簡便に評価できる簡易液状化解析手法等２)も提案され

ている。

本報では、ＳＨＡＫＥを始めとした地盤の応答解析法

について、その概要およびトピックスを紹介する。

２．ＳＨＡＫＥの概要

ＳＨＡＫＥは、一次元波動理論を適用した連続体の応

答解析を行っており、層境界における上昇波（Ｅ）と下

降波（Ｆ）が別々に算出される。地盤の層内波は上昇波

と下降波を合わせた波形（Ｅ＋Ｆ）として表され、露頭

波はその層より上層の地盤が存在しないものとして上昇

波の２倍（２Ｅ）として表される。

ＳＨＡＫＥによる等価線形化法は、図１に示すように

応答解析で得られた有効ひずみ（最大ひずみに係数を乗

じる）を元に物性値を再評価し、収束するまでイタレー

ションを行う。

ＳＨＡＫＥは、全時刻上で同一の物性値を採用してい

ることから、相対的にひずみが小さな高周波数領域では

減衰を過大に評価する傾向にある。

初期物性値の設定

地盤剛性の計算

地盤応答解析

せん断ひずみの計算

有効ひずみに対応する物性値の再設定

収 束 判 定

スタート

エンド

YES

NO

剛

性

低

下

率

有効せん断ひず

減

衰

定

数

剛性の誤差

減衰の誤差

＜収束判定＞

図１ 等価線形化法による地盤応答解析のフロー
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３．非線形地盤モデル

SHAKE は地盤の非線形性を等価線形化手法により簡

便に扱っているが、地盤は小さなひずみレベルから非線

形性を呈する材料であり、地盤応答解析では非線形性を

考慮することが近年重要になってきている。地盤の非線

形性は、室内試験にて得られるひずみ依存特性（Ｇ～γ、

ｈ～γ）で表されることが多く、地盤応答解析では、こ

のひずみ依存特性を直接もしくは模擬された構成則（関

数）として考慮している。

図２に示すように地下水位以深の地盤は、土粒子と間

隙水（空隙を無視）から構成されている。土粒子と間隙

水を一体（一相系）としたモデルは全応力モデルと呼ば

れ、土粒子と間隙水を別々（二相系）にモデル化したモ

デルは有効応力モデルと呼ばれる。地下水位以深の砂質

地盤では、強震時に土粒子間に作用する有効応力が減少

して間隙水圧が上昇する。この有効応力がほぼゼロにな

る状態が液状化であり、有効応力モデルを用いて有効応

力の減少を追跡する解析法は有効応力解析法と呼ばれる。

４．時刻歴非線形解析

時刻歴非線形解析は、地盤の非線形挙動を追跡できる

よう、微少な時間刻みで振動方程式を解くものである。

地盤の履歴減衰は、応力―ひずみ関係にて生じる履歴ル

ープとして解析的に評価される。ただし、弾性として扱

う層等に材料がもつ粘性減衰を付加する場合は、レーリ

ー減衰等の粘性減衰を与える必要がある。

全応力モデルとして広く使われている構成則に、双曲

線近似させたハーディンドルネビッチモデル（Ｈ－Ｄモ

デル）やランバーグオスグッドモデル（Ｒ－Ｏモデル）

がある。

Ｈ－Ｄモデルは、与えられたＧ－γ関係のみでパラメ

ータが決定され、最大せん断応力（τmax）に漸近する

特徴を有する。一方、Ｒ－Ｏモデルは、与えられたＧ－

γ、ｈ－γ関係によく一致するようにパラメータを設定

する必要がある。

有効応力解析の解説は次回以降とする。

参考文献

1) Schnabel, P.B. , Lysmer , J. and Seed, H.B. :

SHAKE – AComputer Program for

Earthquake Response Analysis of Horizontally

Layered Sites, Report No. EERC72-12 EERC,

1972.

2) 累積損傷度を考慮した簡易液状化解析手法 その１

簡易液状化解析手法の提案 塩見、土方等、日本建

築学会大会学術梗概集 1999年
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図３ Ｈ－Ｄモデルの構成則
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解析事例のご紹介

粒子法を用いたタンクのスロッシング解析

構造計画研究所は粒子法を用いた解析コンサルティングサービスを実施しています。粒子法は離散化

手法の 1 つですが、差分法や有限要素法などの固定格子・要素による離散化ではなく、移動する粒子上

で値を定義する離散化手法で、メッシュを作成する必要がない、移動粒子を用いる事から自由表面計算

に優れている、などの特徴があります。

本稿では自由表面計算機能を使ったスロッシング解析事例をご紹介します。

スロッシングはタンクなどに入っている液体が地震動などにより振動する現象で、スロッシングによ

る容器からの液体の溢流や液面の衝突による容器の破損などが生じ、大きな災害を引き起こす可能性の

ある現象です。そのため、スロッシングによる液面の高さの評価やスロッシングの防止方法の検討が欠

かせません。

粒子法を用いた固有周期の再現の確認、容器内の構造物の影響を検討した例を以下に示します。

円筒タンクの振動解析（固有周期の再現の確認）

円筒タンクのスロッシング解析を行い、固有周期で振動させたときに共振して液面が高くなるかどう

か粒子法で再現解析を行いました。

図 1 円筒タンク内液面（左：初期状態 中央・右：振動状態 左・中央図はレイレーシング表示）

振動周期を固有周期の 80%～120%まで変えて振動させたときの液面高さを図 2 にプロットします。

固有周期で液面高さが最も高くなっているのがわかります。

図 2 液面最大高さ

Journal of Analytical Engineering, Vol.23 Topics3
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容器内構造物の影響

矩形タンクの地震動波形によるスロッシング解析を行い、矩形タンクの内部に構造物がある場合の影

響を検討しました。内部に構造物がない場合の固有周期（長手方向）は 20 秒弱となります。用いた地

震動波形にはこの領域での成分が殆ど含まれないことから、内部に構造物がない矩形の場合の結果には

共振現象は見られず、水面変動もごくわずかとなっています。内部構造物を考慮した場合は、もとの矩

形タンクの固有周期（20 秒弱）とは異なる周期（12 秒強）に応答のピークが現れ、液面高さは内部構

造が無い場合に比べて高くなっています。
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Parameter Study to Consider Attach-Type of Viscous Damping

Wall.

YANAGAWA Yukimori, USAMI Masato

粘性制振壁の設置形式を考慮したパラメータスタディ

正会員 ○梁川 幸盛*

同 宇佐美 祐人*

制震構造 制震装置 粘性制震壁

地震応答解析

はじめに

近年、超高層建物の設計における制震構造の採用が広

く普及している。特に超高層オフィスでは、大多数の計

画で何らかの制震構造を採用しており、超高層住宅にお

いても約 30%の計画で採用されている 1)。しかし、その実

態を観察すると、設計目標のクリアに関して必ずしも制

震装置を必要としない余力的な使い方に留まる例が多い。

この理由のひとつとして、制震装置の効果について、設

計者らが未だ懐疑的であることが考えられる。

制震装置の地震時の挙動の評価方法に関する問題点は、

①装置自体のモデル化誤差、②建物モデルへの組み込み

方法、に大別される。後者の組み込み方法の問題点につ

いては、塔状比の大きな建物の曲げ変形とせん断変形の

成分分離の問題 2)や、支持剛性が性能低下に及ぼす影響の

評価の問題 3)などが議論されてきた。

本梗概では、過去に比較検討されることが少なかった

制震装置の設置方法に関して、取り付け方法を考慮した

数値解析モデルによってパラメータスタディを行う。

解析モデル

鉄骨造の超高層オフィスを仮定し、図１に示す粘性制

振壁の設置方法を採用した。

水平位置として３ケース、垂直位置として２ケース、

他に梁剛性の違いを２ケースとし、粘性制振壁の性能は

一種類のみとした。解析ケース一覧を表２に示す。

表１ 解析ケース一覧

ケース名 水平位置 梁剛性 垂直位置

Ａ大 Ａ

大 上下階には

設置しない

（１５階のみ

に設置する）

Ｂ大 Ｂ

Ｃ大 Ｃ

Ａ小 Ａ

小Ｂ小 Ｂ

Ｃ小 Ｃ

Ｂ連層 Ｂ 小 連層

Ｂ千鳥 Ｂ 小 千鳥

建物全体は、表２に示す固有周期を持つ２５階の建物

とし、その中の特定の架構（図２）に制震壁を設置する。

制振壁を設置する架構の部材断面を表３・表４に示す。

鋼材は全て SN490 とした。制振壁の特性は、表５に示す

ように仮定した。制振壁モデルの概要を図３に示す。

解析には、開発した汎用解析プログラム 4)を用いた。

表２ 建物全体の固有周期

次数 固有周期（秒）

１次 3.04

２次 1.09

３次 0.60

表３ 大梁断面表

階 断面(上大・下小)

18~R
BH-900x400x25x40

BH-700x300x14x22

10~17
BH-900x400x25x40

BH-800x350x16x35

2~9
BH-900x400x25x40

BH-800x400x16x40

表４ 柱断面表

階 断面

22~25 □-600x600x22x22

17~21 □-600x600x32x32

12~16 □-600x600x36x36

7~11 □-650x650x40x40

1~6 □-650x650x45x45

図１ 粘性制振壁の設置位置

水平設置位置Ａ

連層設置

水平設置位置Ｂ

水平設置位置Ｃ 千鳥設置

図２ 制振壁を設置する架構
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解析手順は、まず、制震壁を設置しない状態で架構の

応答を求めた。次に、制震壁を設置した平面架構に対し

て、各階の応答水平変位を強制変位として入力し、制震

壁の応力履歴を求めた。なお、入力地震波形は、日本建

築センターが提供する BCJ-L2 波の 0.8 倍を採用した。

表５ 粘性制振壁の性能

・非線形ダッシュポットと線形ばねの直列モデルとする

・非線形ダッシュポットの性能を以下のように設定する

速度(V)／間隙距離(d)≦1.0 の場合

1.0＜速度(V)／間隙距離(d)≦10 の場合

10＜速度(V)／間隙距離(d)の場合

ここで、

・直列線形ばねの剛性を下式にように設定する

図３ 制震壁モデルの考え方

結果とまとめ

1. 設置位置までモデル化することによって、集約質点系

では評価出来ない性能の変化を確認することができた。

2. 梁スパン内の設置位置によって、制振装置のエネルギ

ー吸収能力は極めて大きく変化（3 倍以上）する。

3. 連層設置することによって、制振装置のエネルギー吸

収能力は極めて大きく変化（1.5 倍以上）する。

4 千鳥設置することによって、連層設置の時よりもエネ

ルギー吸収能力を向上させることができるが、単独設

置の性能には至らない。

5. 今後、前項までの結果が一般的な傾向かどうかの検証

を行い、低減率に関する予測式を導く必要がある。

d

V
SeF t   043.042.0

59.0
043.042.0 








 

d

V
SeF t

40.0
043.065.0 








 

d

V
SeF t

)()(4.0)(20

)(1440002240300 2

kgFcmdt

cmS

：抵抗力℃ 



)/(6002400630004.79/ mmkNLGAK ≒

非線形特性

節点１ 節点２

両端ピンの剛梁

節点４節点３

図４ 直列部の変位－直列部の抵抗力関係（15 階制振壁）

（横軸：ダッシュポット＋ばねの変位 mm、縦軸：ダッシュポットの抵抗力 kN）
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１．はじめに

建築基準法令に定める保有水平耐力計算では、建築物

が偏心を有する場合には、偏心率に応じ、Fe 値による必

要保有水平耐力の割増しが求められる。保有水平耐力計

算は 1980 年に新耐震基準への移行に伴い導入されたもの

であるが、当時と今日では、構造設計を取り巻く解析技

術環境は大きく変化している。過去約 30 年間でのコンピ

ュータ性能の進化に伴い、今日では、一般の構造設計に

おいて、通常、建築構造を 3 次元モデルとして取り扱う

立体解析が行われているが、新耐震基準への移行当時は、

コンピュータへの負荷のより少ない平面解析が多く行わ

れていた。建築物が偏心を有する場合には、地震時にね

じれ振動が生じるため、建築物の立体的な挙動を評価す

ることが不可欠になるが、1980 年当時において偏心率規

定は、建築構造について平面解析を行う場合であっても、

こうした立体的な挙動を耐震性評価に取り込む役割を果

たしていたと言える。

偏心を有する建築物について、保有水平耐力を、立体

解析で求める場合と平面解析で求める場合とでは、立体

解析にはねじれの影響が含まれるため、一般に、立体解

析で求めた値の方がより小さな値となる。また、偏心率

にしても、両者の解析では、結果に違いが生じる。これ

は、偏心率の算出に当たり、まず各層各構面の剛性を求

めることとなるが、構面剛性は、解析手法により異なる

外力分布の違いに応じて変動することによる。さらに、

偏心率については、基礎バネを考慮する場合とこれを無

視する場合で違った値となることは明らかである。

このように、建築物が偏心を有する場合について、設

計に用いる解析手法と規定の適用の仕方により保有水平

耐力と偏心率の値は変動する。本研究では、連層壁が偏

在配置された鉄筋コンクリート造建築物を例題として、

設計に用いた解析手法等の違いが保有水平耐力計算によ

る耐震性能の検証結果に、どのように影響するか、また、

立体解析を使用した場合の偏心率規定の適用について、

検討する。

２．検討方針

2.1 偏心率規定と偏心を有する建築物の地震応答との関

係について

偏心率規定と偏心を有する建築物の弾塑性地震応答と

の関係を把握するため、ここでは時刻歴応答解析結果か

ら Fe 値相当の値を算出する方法を提示する。

標準せん断力係数 C0=1.0 に対応する弾性層せん断力を

Qud とすると、偏心の無い層の必要保有水平耐力 Qun は

次式により求まる。

QudDsQun  (1)

ここに、Ds: 構造特性係数

ある層の保有水平耐力 Qn が Qun に等しい場合には、

C0=1.0 相当の地震外力に対し、その層の地震応答変形角

は、安全限界変形角s に達すると考えられる。また、安全

限界変形角s に対応する塑性率をs とすると、s と弾性層

せん断力に対する必要保有水平耐力の比との間にはある

種の法則的な関係が見出され、例えば、エネルギー一定

則の場合には次式となる。

121  SDsQudQun  (2)

ある層の保有水平耐力 Qn が Qun を上回る場合には、図

1 に示すように地震外力が、C0=1.0 相当の地震外力のn倍

となる場合に、その層の地震応答変形角は安全限界変形

角sに達する。以下、倍率nを余裕度と呼ぶ。ここで、層

の剛性と耐力が比例し降伏変形角は常に一定であると仮

定すると、保有水平耐力 Qn の値に係らず、地震応答変形

角が安全限界変形角sに達するときの層の塑性率s も一定

となる。ここで、C0=n に対応する弾性層せん断力をn・

Qud とすると、これと Qn 及びsとの関係は、エネルギー

一定則を仮定する場合には、(3)式となる。

  121  Sn QudQn  (3)

(2)式及び(3)式より、余裕度は、次式により表わされる。

 QudDsQnn  (4)

余裕度n相当の保有水平耐力 Qn を有する層が偏心を有

する場合には、図 2 に示すように層内での変形に偏りが

生じるため、C0=n 相当の地震外力より小さな地震外力に

対し、その層の最大層間変形角はs に達する。この時の地

震外力に対応する弾性層せん断力をe・Qud とし、以下e

を、偏心を考慮した場合の余裕度と呼ぶ。また、n とe

との関係を次式により表わす。

en    0.1 (5)

(5)式を(4)式に代入すると、次式が得られる。

 QudDsQne   (6-1)

  DsQudQn e  (6-2)

一方、建築基準法に基づくと、偏心を有する場合の必
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要保有水平耐力は、

QudDsFeQun  (7)

(7)式を変形すると、

  DsQudFeQun  (8)

(8)式は、eが 1.0 の場合であることを考慮すると、(6-2)

式中のは(8)式中の Fe に対応したものであることが分か

る。

結局、(4)式及び(6-1)式より、

Feen  (9)

(6-2)式及び(8)式ともに、右辺を共通の Ds と置けるのは、

(3)式の仮定と同様に、層を構成する構面の降伏変形はそ

の耐力に係らず、ほぼ一定であると見なせる場合である。

本研究では、(9)式の右辺n/eを動的 Fe 値と呼ぶ。

ここで、立体解析(静的立体増分解析)による保有水平

耐力に対する平面解析による保有水平耐力の比率を Fe’と

すると、立体解析によりねじれの影響が適切に評価され

ているとするなら、次式となると考えられる。

'Feen  (10)

2.2 検討手順

前節に示した動的 Fe 値を求めるための具体的な手順

を以下に述べる。

(1) 解析モデルの作成

解析は図 3 に示す 7 層鉄筋コンクリート造建築物モデ

ルを対象とする。連層壁が偏在しない元のモデルを無偏

心モデルとし、ここから連層壁を偏在させて 3 つの偏心

モデルを作成する。また、それぞれのモデルについて、

支持条件を、基礎固定、杭ばね剛性大及び杭ばね剛性小

の 3 通りに設定する。モデルの詳細はその２で示す。

(2) 入力地震動の作成

応答解析に用いる地震動として、第 2 種地盤上での人

工地震動 5 波を作成する。

(3) 応答解析の実行

地震動の入力倍率を、0.6、0.8、1.0、1.2 及び 1.4 の 5

通りに設定し、各モデルについて応答解析を行う。

(4) 動的 Fe 値の算出

図 5 に示すように、入力倍率の対数を横軸に、5 波に

よる各層の最大層間変形角の対数を縦軸にとり、無偏心

モデル及び偏心モデルのそれぞれで、最大層間変形角の

平均値が限界変形角に達するときの入力倍率を読み取る。

この時の入力倍率を、n 又はe と見なし、これらを(9)

式に代入して動的 Fe 値とする。

以上に得られた動的 Fe 値と、偏心率規定に従い得ら

れる Fe 値と対比させて、解析手法等の違いが性能検証

の結果に与える影響等を検討する。

３．まとめ

本研究における検討方針を示した。

図 1 nについて

図 2 eとnについて

図 3 7層鉄筋コンクリート造建築物モデル

図 4 解析手順の概要

n・Qud

Q

Qud

Qun=Ds Qud

Qn


sy

s

n・Qud

e・Qud

無偏心

偏心

n > e

XY

検討方向

入力倍率の対数

層
間
変

形
角
の

対
数

s
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偏心5 波による最大応答値の平均値
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1. はじめに

本研究で解析対象とする建築物モデルの詳細を示す。

また、偏心を有するモデルについて解析方法と支持条件

を何通りかに組み合わせて偏心率を算出し、解析条件の

違いが偏心率に及ぼす影響を検討する。

2. 解析モデル

解析モデルの概要を、図 1 に再掲する。図 2 は無偏心

モデルと 3 つの偏心モデルの平面図である。偏心モデル

は、無偏心モデルに対し、連層壁を偏在させて、モデル

の剛性及び耐力を偏在させている。直交壁モデルでは偏

心大モデルに直交壁を 2 枚追加して設置している。解析

モデルについて平面のスパン、階高および断面を表 1 に

示す。また、表 2 に使用材料を示す。

解析モデルの支点条件は杭ばね付きモデル２種と基礎

固定モデルの全３種とする。杭ばねの剛性は一般的な杭

を想定して道路橋示方書より(1) 式より算出した。

LEAak ppv  （kN/m） (1)

ここに、

a ：0.031（L/B）+0.15 （場所打ち杭）

Ap ：杭の純断面積 2.84×106 （mm2）

Ep ：杭のヤング係数 23.6 （kN/mm2）

L ：杭長 20.0 （m）

表 1 平面のスパン、階高および断面

1) スパン(mm) X 方向 6,000×3 スパン

Y 方向 10,000×3 スパン

2) 基準階階高(mm) 3,300

3) 大梁断面(mm) RF-5F X 方向 550×800

Y 方向 550×900

4F-2F X 方向 600×850

Y 方向 600×900

1F X 方向 750×1,800

Y 方向 750×1,800

4) 柱断面(mm) 7F-1F 900×900

5) 壁断面(mm) 7F-1F 壁厚 350

表 2 使用材料

X Y X Y
RF Fc30 SD345 SD345 SD295A SD295A
7F Fc30 Fc30 SD345 SD295A SD345 SD345 SD295A SD295A
6F Fc30 Fc33 SD345 SD295A SD345 SD345 KSS785 KSS785
5F Fc33 Fc33 SD390 KSS785 SD345 SD345 KSS785 KSS785
4F Fc33 Fc33 SD390 KSS785 SD390 SD390 KSS785 KSS785
3F Fc33 Fc36 SD390 KSS785 SD390 SD390 KSS785 KSS785
2F Fc36 Fc36 SD390 KSS785 SD390 SD390 KSS785 KSS785
1F Fc36 Fc36 SD390 KSS785 SD390 SD390 KSS785 KSS785

鉄筋

柱 HOOP
梁主筋 STP階

コンクリート

柱 梁

図 1 解析モデル概要

図 2 解析モデル平面

実際に採用した解析モデルの支点条件は、(1)式により算

出した値を丸めたばね値が 5,892 kN/cm のモデル、参考に

(2)式において a を 1.0 として算出したばね値が 33,009

XY

検討方向

( 1) ( 2) ( 3) ( 4)

( 5) ( 6) ( 7) ( 8)

( 9) ( 10) ( 11) ( 12)

( 13) ( 14) ( 15) ( 16)

C04 C02 C02 C04

C03 C01 C01 C03

C03 C01 C01 C03

C04 C02 C02 C04

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

W01M

W01M

( 1) ( 2) ( 3) ( 4)

( 5) ( 6) ( 7) ( 8)

( 9) ( 10) ( 11) ( 12)

( 13) ( 14) ( 15) ( 16)

C04 C02 C02 C04

C03 C01 C01 C03

C03 C01 C01 C03

C04 C02 C02 C04

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

W01M

W01M

( 1) ( 2) ( 3) ( 4)

( 5) ( 6) ( 7) ( 8)

( 9) ( 10) ( 11) ( 12)

( 13) ( 14) ( 15) ( 16)

C04 C02 C02 C04

C03 C01 C01 C03

C03 C01 C01 C03

C04 C02 C02 C04

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

W01M

W01M

( 1) ( 2) ( 3) ( 4)

( 5) ( 6) ( 7) ( 8)

( 9) ( 10) ( 11) ( 12)

( 13) ( 14) ( 15) ( 16)

C04 C02 C02 C04

C03 C01 C01 C03

C03 C01 C01 C03

C04 C02 C02 C04

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G01 G01 G01

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

G
0
1

W01M

W01M

W
0
1
M

W
0
1
M

(a) 無偏心モデル (b) 偏心小モデル

(c) 偏心大モデル (d) 直交壁モデル
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kN/cm のモデル、基礎固定の 3 つのケースとする。

支持条件を基礎固定とした場合について、各モデルの x

方向の 1 次及び 2 次の固有モードと固有周期を、図 4 に

示す。

1 次:0.41s 2 次:0.33s 1 次:0.36s 2 次:0.29s

(a) 無偏心モデル (b) 偏心小モデル

1 次:0.44s 2 次:0.27s 1 次:0.37s 2 次:0.21s

(c) 偏心大モデル (d) 直交壁モデル

図 3 固有モードと固有周期

3. 偏心率の算出

偏心率は、各偏心モデルについて、支持条件を 3 通り

に設定したそれぞれの場合について、立体解析と平面解

析の 2 種類の解析法を用いて算出する。したがって、一

つのモデルにつき、6 通りの偏心率が得られる。なお、こ

こでは、ねじれ変形角を強制的に拘束させて行う立体解

析を平面解析に相当する方法とした。

偏心率の算出に当たっては、x 方向に加力して得られる

各構面の変形とせん断力から構面の剛性を求め、剛心、

ねじれ剛性等、所要の数値を求めた。また、重心位置は、

各階で、平面の図心に一致するとした。偏心率の算出結

果を図 5 に示す。図の凡例では、平面解析に相当する解

析法による結果を「ねじれ拘束」として白抜きの記号に

より、立体解析による結果を「ねじれ無拘束」として黒

塗りの記号により表している。

各偏心モデルの場合とも、偏心率は基礎固定の場合に

最も大きくなり、杭ばねの剛性が柔らかくなるほど小さ

くなる。偏心小モデルでも基礎固定の場合、偏心率は 1

階で約 0.3 であるが、杭ばねの剛性が最も小さい(c)の場合、

0.1 程度まで低減されている。杭ばねが柔らかくなると、

偏心率が低減されるのは、連層壁がロッキングし易くな

ってその剛性が小さくなるので、その分剛性の偏在程度

も減少するためと考えられる。

また、全体的な傾向としてはねじれ拘束による方法の

方がねじれ無拘束による方法よりも偏心率が大きく算出

される傾向にある。ただし、この解析方法による違いは、

支持条件によるものよりも小さいようである。

1

2

3

4

5

6

7

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

偏心率

階

偏心小（基礎固定） ねじれ拘束

偏心大（基礎固定） ねじれ拘束

直交壁（基礎固定） ねじれ拘束

偏心小（基礎固定） ねじれ無拘束

偏心大（基礎固定） ねじれ無拘束

直交壁（基礎固定） ねじれ無拘束

(a) 基礎固定

1

2

3

4

5

6

7

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

偏心率

階

偏心小（杭 33009 kN/cm） ねじれ拘束

偏心大（杭 33009 kN/cm） ねじれ拘束

直交壁（杭 33009 kN/cm） ねじれ拘束

偏心小（杭 33009 kN/cm） ねじれ無拘束

偏心大（杭 33009 kN/cm） ねじれ無拘束

直交壁（杭 33009 kN/cm） ねじれ無拘束

(b) 杭ばね 33,009kN/cm

1

2

3

4

5

6

7

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00

偏心率

階

偏心小（杭 5892 kN/cm） ねじれ拘束

偏心大（杭 5892 kN/cm） ねじれ拘束

直交壁（杭 5892 kN/cm） ねじれ拘束

偏心小（杭 5892 kN/cm） ねじれ無拘束

偏心大（杭 5892 kN/cm） ねじれ無拘束

直交壁（杭 5892 kN/cm） ねじれ無拘束
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図 5 偏心率の算出結果

4. まとめ

偏心率を求める際の解析方法と支持条件の違いの影響

が、偏心率の算出結果のばらつきとなって現れることを、

7 層鉄筋コンクリート造建築物モデルを例題として示した。

支持条件を基礎固定とする場合と比較し、杭ばねを柔ら

かくするほど、偏心率の値は低減される傾向を把握した。
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偏心率規定により確保される壁の偏在した建築物の耐震性能に関する検討 （その３）地震応答解析

正会員 ○鈴木 壮* 同 小豆畑 達哉**

同 國松 要介* 同 梁川 幸盛*

同 庄司 正弘*

ねじれ 偏心率 Fe 値

立体解析 保有水平耐力 動的挙動

1. はじめに

その 1 に示した検討方針に従い、その 2 に示した偏心

率のばらつきが偏心を有する建築物の性能検証結果にど

のように影響するか、また、立体解析を用いる場合の偏

心率規定の適用について検討する。

2. 地震応答解析

表 1 に地震応答解析に用いる数値モデルを示す。図 1

はファイバー要素の、図 2 は耐力壁のせん断ばねの非線

形特性である。構造物の粘性減衰は瞬間剛性比例型

(h=3%)とする。地震応答解析に用いた地震動 5 波の加速

度応答スペクトルを図 3 に示す。各地震動の位相特性は

ランダムであり継続時間は全て 120 秒である。表 2 は解

析ケース一覧である。支持条件を 3 通りに設定している

が、無偏心モデルと直交壁モデルの場合のみ、全てのケ

ースについて解析を行い、残りの偏心モデルについては

杭ばねをつけたケースのみ行った。

表 1 解析に用いた数値モデル

柱 ファイバー要素

（曲げ非線形、せん断線形、軸非線形）

梁 梁要素

（曲げ非線形、せん断線形）

耐力壁 壁エレメントモデル

（曲げ非線形はファイバー要素、せん断は菅野式を

元に耐力低下を考慮した非線形）

図 1 ファイバー要素の非線形特性
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図 2 耐力壁のせん断ばねの非線形特性
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図 3 応答加速度スペクトル(h=5%)

表 2 解析ケース

基礎固定 杭ばね

33,009kN/cm

杭ばね

5,892 kN/cm

無偏心 ○ ○ ○

偏心小 - ○ ○

偏心大 - ○ ○

直交壁 ○ ○ ○

3. 解析結果

その１で定義した動的 Fe 値を求めるため、無偏心モデ

ルと偏心モデルの余裕度n 及びe を読み取るためのグラ

フの例を、図 4 に示す。○及び□でプロットした点が、

それぞれ地震動 5 波による無偏心及び偏心モデルの最大

層間変形角の平均値を示す。図では、入力倍率と最大層

間変形角との関係を直線近似しており、この近似直線を

使って応答が限界変形角に達するときの入力倍率すなわ

ち余裕度を読み取る。なお、図において水平方向の点線

は 1/150 の層間変形角を表している。また、横軸、縦軸と

も対数軸である。

以上の操作を、偏心モデルの全ての階で行い、層毎の

動的 Fe 値を求める。
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図 4 n 及びe を読み取るためのグラフの例 (直交壁モ

デル、基礎固定、1階)
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偏心率規定 杭 5892 kN/cm 偏心小（ねじれ拘束） 杭 5892 kN/cm 偏心小（ねじれ無拘束）

杭 5892 kN/cm 偏心大（ねじれ拘束） 杭 5892 kN/cm 偏心大（ねじれ無拘束） 杭 5892 kN/cm 直交壁（ねじれ拘束）

杭 5892 kN/cm 直交壁（ねじれ無拘束） 杭 33009 kN/cm 偏心小（ねじれ拘束） 杭 33009 kN/cm 偏心小（ねじれ無拘束）

杭 33009 kN/cm 偏心大（ねじれ拘束） 杭 33009 kN/cm 偏心大（ねじれ無拘束） 杭 33009 kN/cm 直交壁（ねじれ拘束）

杭 33009 kN/cm 直交壁（ねじれ無拘束） 基礎固定直交壁（ねじれ拘束） 基礎固定直交壁（ねじれ無拘束）

図 5 では、偏心率と動的 Fe 値との関係を、実線により

示された偏心率規定による偏心率と Fe 値との関係と比較

している。図では、1 階、3 階及び 7 階の結果のみを示す。

グラフの凡例は表 3 にまとめて示す。偏心率は、ねじれ

拘束の場合とねじれ非拘束の場合の 2 通りの値を示して

いる。一つの動的 Fe 値の結果に 2 つの偏心率が対応する。

偏心率を求める際の支持条件は動的解析を行う場合の支

持条件と同一とした。図 6 では、図 5 の 1 階の結果につ

いて、動的 Fe 値に代えて、これを Fe’で割った値をプロ

ットしている。Fe’は、その 1 で述べたとおり、平面解析

により得られる偏心モデルの保有水平耐力を静的立体解

析により得られる値で割ったものである。静的立体解析

によりねじれの影響が適切に評価される場合には、動的

Fe 値を Fe’で割った値は 1 に近づくと考えられるが、図 6

を見ると、この値は、明らかに 1 を上回っている。

図 5 及び図 6 の結果から見出せる結論は、次章のまと

めで示す。

4. まとめ

1) 偏心モデルと対応する無偏心モデルの地震応答解析結

果から、Fe 値に相当する値(動的 Fe 値)を求める方法を

提示した。

2) 偏心率規定での Fe 値の上限は 1.5 であるが、偏心率が

0.3 以上となる偏心の大きなモデルの場合でも、動的 Fe

値はこの上限を大きく上回ることはなかった。

3) 偏心率算定に用いる解析手法(ねじれ拘束とねじれ無拘

束)により偏心率の算定結果に違いが生じるが、その差

は、Fe 値と動的 Fe 値との対応程度を勘案すると、あま

り大きな問題となるようなものではない。

4) 偏心率が 1.5 程度のところでは、動的 Fe 値が偏心率規

定による Fe 値を上回る傾向が見られる。すなわち偏心

率規定による Fe 値又は偏心率が過小評価となっている

が、この範囲での偏心率は、本研究で対象としたモデ

ルの場合には、偏心率算定時に杭ばねを考慮すること

により小さめに評価されたものである。

5) 静的立体解析により得られる偏心モデルの保有水平耐

力には、ねじれの影響が含まれるが、この値を使って

算出される Fe 値相当の値(Fe’)は、動的 Fe 値を下回る

結果となった。建築物が偏心を有する場合について保

有水平耐力を立体解析で求める場合でも偏心率に応じ

必要保有水平耐力を割り増す方が妥当と考えられる。

表 3 図 5 及び図 6 のグラフの凡例
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図 5 動的 Fe 値と偏心率規定による Fe 値との対応
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図 6 動的 Fe 値を Fe’で割った場合 (1 階)

00解析雑誌 Vol.23 2009/10



日本建築学会 2009 年度大会 投稿論文

Earthquake disaster prevention map corresponding to the topography of the
area. Part4. Making of hazard map in region.

Mitsufumi HASHIMOTO、 Toshio KURIYAMA、

Tsutomu OCHIAI

Takahisa ENOMOTO、 Toshio YAMAMOTO

地域の地形に対応した地震防災マップの作成
(その 4)地域危険度マップの作成

正会員 ○落合 努*1 栗山 利男*1 橋本 光史*1

正会員 荏本 孝久*2 山本 俊雄*3

地域危険度マップ 被害関数 50m メッシュ

微地形区分 地盤増幅率 神奈川県

１．はじめに

地域防災力の向上には、住民が地域の地震災害に対す

る危険性を正しく理解・認識することが必要である。住

民に理解されやすい情報としては、具体的な地域やシナ

リオに基づいた評価を視覚的に表現することが重要であ

る。著者らは、昨年度までに神奈川県を対象として 50m

メッシュによる微地形区分図と地盤増幅率図を作成し、

ホームページにて「神奈川県版揺れ易さマップ」として

公開を行った。本報では、神奈川県全域において建物デ

ータを整備し、神奈川県に影響を及ぼすと考えられる地

震が発生した場合の建物被害率を算出し、地域危険度マ

ップの作成を行った。

2．地域危険度マップの作成

（1）建物の構造別・建築年代別データの作成

地域危険度マップの作成にあたって、建物の構造種別

や建築年代別の分布状況を把握することが重要となる。

ここでは、神奈川県県土整備部による平成 12 年度基礎調

査・建物現況の 1 棟単位のデータを用いて、建物の構造

種別・建築年代別棟数を 50m メッシュ単位で整備した。

構造種別に関しては、木造・RC 造(SRC 造含む)・S

造・軽量 S 造・その他・不明の 6 種類、建築年代に関し

ては、1971 年以前・1972 年～1981 年・1982 年以降の 3

期間に分けてそれぞれ集計を行った。結果の一例として

50m メッシュの木造建物の棟数分布を図 1 に、非木造建

物の棟数分布を図 2 に示す(全建築年代の総数)。

（2）地震動の予測

神奈川県に影響を及ぼすと考えられる 10 地震を想定地

震として設定した。各想定地震による工学的基盤の最大

速度を司・翠川(1999)による距離減衰式で求め、その３で

設定した表層地盤増幅率を乗じることにより地表での最

大速度を算定した。地表での震度は、童ほか(1996)による

最大速度と計測震度の経験式を用いて換算し、震度分布

図を作成した。各地震による震度分布図を図 3 に示す。

図 3 から神奈川県では関東地震が支配的であり、他の

地震の最大震度を概ね包含しているこがわかる。

（3）地域危険度マップの作成

建物全壊棟数は、地表の最大速度と建物棟数から村

尾・山崎(2000)の被害関数を用いて 50m メッシュで計算し

た。地域危険度マップ作成においては、50m メッシュで

計算した建物全壊棟数を 250m メッシュで集計して建物全

壊棟数率を算出し、建物全壊棟数率を基に 7 段階の建物

被害危険度ランクを設定した。地域危険度マップの一例

として、関東地震の結果を図４に示す。図 4 から、太平

洋沿岸付近と河川沿いの平野部を中心に、建物危険度 7

（全壊率 30％以上）の地域が広がっている。

3．まとめ

地域防災力の向上のために、50m メッシュの地盤デー

タと、1 棟単位のデータを元に作成した建物データを用い

て地域危険度マップを作成した。本報では、神奈川県全

域で作成した危険度マップを一例として挙げているが、

図 1 木造建物の棟数分布(50m メッシュ) 図 2 被木造建物の棟数分布(50m メッシュ)
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より住民の理解がしやすい各市町村単位での危険度マッ

プも試作している。試作した地域危険度マップは、神奈

川大学荏本研究室が運営する防災フロンティアのホーム

ページにて公開する予定であり、住民が地震時の危険度

を把握するための有益な情報になると考える。
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図 3 各想定地震による震度分布

神縄-国府津・松田断層

三浦半島断層帯

神奈川県西部地震神奈川県東部地震

立川断層帯

伊勢原断層帯

北伊豆地震

東京湾北部の地震

東海地震

関東地震

図 4 関東地震を想定した場合の危険度マップ
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